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山県郡西部新町建設計画 新旧対照表 

変更後 変更前 

目 次 目 次 

Ⅵ 公共施設の統合整備・適正配置 Ⅵ 公共施設の統合整備 

Ⅰ 序章  （Ｐ４） Ⅰ 序章  （Ｐ４） 

２ 計画策定の方針 

（２）計画の構成 

   公共施設の統合整備・適正配置 

２ 計画策定の方針 

（２）計画の構成 

   公共的施設の統合整備 

Ⅰ 序章  （Ｐ４） Ⅰ 序章  （Ｐ４） 

２ 計画策定の方針 

（３）計画の期間 

   平成16（2004）年度（合併の日）から令和6年（2024）年度までの概ね20年間とする。 

２ 計画策定の方針 

（３）計画の期間 

   平成16（2004）年度（合併の日）から平成31（2019）年度までの概ね15年間とする。 

VI 公共施設の統合整備 （Ｐ41） VI 公共施設の統合整備 （Ｐ41） 

Ⅵ 公共施設の統合整備・適正配置 

（１）基本的な方針 

公共施設の統合整備・適正配置については，住民生活に急激な変化をもたらすことのないよう配慮するととも

に，地域の特性，財政事情及び既存施設の有効利用などを考慮しながら検討を進めていくことを基本とする。 

また，公共施設等総合管理計画との整合を図りながら検討することとする。 

Ⅵ 公共施設の統合整備 

（１）公共施設統合整備の基本的な方針 

公共施設については，住民生活に急激な変化をもたらすことのないよう配慮するとともに，地域の特性，財政

事情などを考慮し，統合の検討を進めていくことを基本とする。 

また，公共施設等総合管理計画との整合を図りながら検討することとする。 

Ⅶ 財政計画  （Ｐ42～） Ⅶ 財政計画  （Ｐ42～） 

１ 基本的考え方 

この財政推計は，新町の合併年度とそれに続く20カ年度の財政運営の指針として，歳入・歳出の項目ごとに現況

及び過去の実績や今後の経済情勢などを勘案し，普通会計ベースで作成したものである。 

具体的には，平成16（2004）年度から平成30（2018）年度までの数値は，それぞれの年度の普通会計決算数値を

計上し，令和元（2019）年度から令和６（2024）年度までの数値は，下記のとおり算定したものである。 

作成に当たっては，堅実な財政運営を基調に，合併に伴う経費節減などを反映するとともに，合併特例債などの

国や県の財政支援措置を勘案している。 

 

２ 歳入 

 (1) 地方税 

地方税については，現行制度を基本とし，平成30（2018）年度決算額をベースに，町民税については推計人口

減少率を勘案し，固定資産税等については過年度傾向等を踏まえ算定している。 

 

 (2) 地方交付税 

地方交付税については，個別算定経費及び臨時費目は過年度傾向を踏まえ，包括算定経費は推計人口減少率を

踏まえ，公債費・事業費補正は公債費（元利償還金）の変動による増減等を踏まえ，支所経費分等は横ばいで算

定している。 

また，合併算定替えについては，令和元（2019）年度で終了となる。 

 

 (3) 国庫支出金，県支出金 

国庫支出金及び県支出金のうち，建設事業に係るものは，新町建設計画等に計上した事業に見合う補助金を見

込み，その他の事業に係る補助金は，平成30（2018）年度決算額をベースに算定している。 

 

１ 基本的な考え方 

  この財政推計は，新町の合併年度とそれに続く15カ年度の財政運営の指針として，歳入・歳出の項目ごとに現況

及び過去の実績や今後の経済情勢などを勘案し，普通会計ベースで作成したものである。 

  具体的には，平成16（2004）年度から平成28（2016）年度までの数値は，それぞれの年度の普通会計決算数値を

計上し，平成29（2017）年度から平成31（2019）年度までの数値は，下記のとおり算定したものである。 

作成に当たっては，堅実な財政運営を基調に，合併に伴う経費節減などを反映するとともに，合併特例債などの

国や県の財政支援措置を勘案している。 

 

２ 歳入 

 (1) 地方税 

地方税については，現行制度を基本とし，平成28（2016）年度決算額をベースに，人口減少を勘案し算定して

いる。 

 

 (2) 地方交付税 

地方交付税については，普通交付税の算定の特例（合併算定替）により算定している。但し，平成27年度以降

の５年間の合併算定替の段階的終了を考慮し，減額を見込んで算定している。 

また，支所経費等の新制度も考慮し，算定を行った。 

 

 

 (3) 国庫支出金，県支出金 

国庫支出金及び県支出金のうち，建設事業に係るものは，新町建設計画等に計上した事業に見合う補助金を見

込み，その他の事業に係る補助金は，平成28（2016）年度決算額をベースに算定している。 
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 (4) 地方債 

地方債については，これまでの実績や新町建設計画，過疎計画等における主要事業の実施に伴う合併特例債及

び過疎債等の発行を見込んで算定している。 

 

(5) その他 

その他については，平成30（2018）年度決算額をベースに，地方譲与税，各種交付金，分担金及び負担金，使

用料及び手数料，財産収入，基金等の繰入金，諸収入などを現況及び過去の実績や今後の経済情勢などを勘案し

ながら算定している。 

 

３ 歳出 

 (1) 人件費 

人件費については，合併後，定員適正化計画等による退職者の補充を抑制することによる一般職職員の減員と，

特別職の議会議員や各種委員などの減員を見込んで算定している。 

 

 (2) 扶助費 

扶助費については，高齢化の進行に伴う人口減と高齢者福祉への対応を想定して算定している。 

 

 (3) 公債費 

公債費については，令和元(2019)年度までの地方債償還見込み額に，新町建設計画等における主要事業の実施

などに伴う新たな地方債に係る償還見込み額を加えて算定している。 

 

 (4) 物件費 

物件費については，これまでの実績を見込んで算定している。 

 

 (5) 補助費等 

補助費等については，これまでの実績を見込んで算定している。 

 

 (6) 普通建設事業費 

普通建設事業費については，これまでの実績と新町建設計画における普通建設事業費の積み上げにより算定し

ている。 

 

 (7) その他 

その他については，維持補修費，繰出金及び積立金などを，現況及び過去の実績や今後の経済情勢などを勘案

しながら算定している。 

 

 

 

 

 

 (4) 地方債 

地方債については，これまでの実績や新町建設計画，過疎計画等における主要事業の実施に伴う合併特例債及

び過疎債等の発行を見込んで算定している。 

 

 (5) その他 

その他については，平成28（2016）年度決算額をベースに，地方譲与税，各種交付金，分担金及び負担金，使

用料及び手数料，財産収入，基金等の繰入金，諸収入などを現況及び過去の実績や今後の経済情勢などを勘案し

ながら算定している。 

 

３ 歳出 

 (1) 人件費 

人件費については，合併後，定員適正化計画等による退職者の補充を抑制することによる一般職職員の減員と，

特別職の議会議員や各種委員などの減員を見込んで算定している。 

 

 (2) 扶助費 

扶助費については，高齢化の進行に伴う人口減と高齢者福祉への対応を想定して算定している。 

 

 (3) 公債費 

公債費については，平成29（2017）年度までの地方債償還見込み額に，新町建設計画等における主要事業の実

施などに伴う新たな地方債に係る償還見込み額を加えて算定している。 

 

 (4) 物件費 

物件費については，これまでの実績を見込んで算定している。 

 

 (5) 補助費等 

補助費等については，これまでの実績を見込んで算定している。 

 

(6) 普通建設事業費 

普通建設事業費については，これまでの実績と新町建設計画における普通建設事業費の積み上げにより算定し

ている。 

 

 (7) その他 

その他については，維持補修費，繰出金及び積立金などを，現況及び過去の実績や今後の経済情勢などを勘案

しながら算定している。 
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４ 財政計画 
 

【歳入】           （単位：百万円） 

 
H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

（2004） （2005） （2006） （2007） （2008） （2009） （2010） （2011） （2012） （2013） （2014） （2015） 

地方税 994 994 1,012 1,126 1,040 924 952 911 886 872 901 869 

地方交付税 4,087 3,951 3,840 3,790 4,001 4,173 4,496 4,275 4,442 4,465 4,307 4,254 

国庫支出金 500 474 457 477 494 1,148 784 599 377 417 588 954 

県支出金 817 883 850 528 516 682 699 735 670 1,023 833 505 

地方債 1,326 2,077 977 923 764 694 799 582 706 1,012 1,441 1,865 

その他 2,336 1,571 1,315 812 663 646 821 842 930 755 874 1,161 

歳入合計 10,060 9,950 8,451 7,656 7,478 8,267 8,551 7,944 8,011 8,544 8,944 9,608 

 
H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 

合計 
 

（2016） （2017） （2018） （2019） （2020） （2021） （2022） （2023） （2024）  

地方税 865 859 835 822 839 789 777 764 748 18,779  

地方交付税 4,236 3,969 3,552 3,843 4,004 3,854 3,844 3,821 3,795 84,999  

国庫支出金 649 502 380 478 490 472 472 392 392 11,496  

県支出金 530 460 398 436 431 427 423 418 414 12,678  

地方債 1,428 1,016 530 913 1,095 706 706 701 701 20,962  

その他 1,146 1,301 1,575 1,461 1,131 1,193 1,016 905 865 23,319  

歳入合計 8,854 8,107 7,270 7,953 7,990 7,441 7,238 7,001 6,915 172,233  

            
 

 

【歳出】          （単位：百万円） 

 
H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

（2004） （2005） （2006） （2007） （2008） （2009） （2010） （2011） （2012） （2013） （2014） （2015） 

人件費 1,592 1,602 1,513 1,439 1,430 1,391 1,381 1,373 1,352 1,307 1,309 1,314 

扶助費 212 230 297 342 334 346 413 471 501 450 485 425 

公債費 1,593 1,421 1,371 1,290 1,294 1,320 1,272 1,193 1,147 1,067 1,002 949 

物件費 1,173 1,018 872 876 840 921 959 1,026 1,015 1,077 1,032 1,051 

補助費等 1,818 1,471 1,388 1,319 1,427 1,573 1,389 1,314 1,294 1,277 1,903 1,431 

普通建設事業費 1,875 1,398 1,384 1,196 990 1,331 1,070 678 710 1,089 1,411 2,446 

その他 1,486 2,521 1,466 1,092 1,057 1,057 1,693 1,447 1,643 1,866 1,245 1,447 

歳出合計 9,749 9,661 8,291 7,554 7,372 7,939 8,177 7,502 7,662 8,133 8,387 9,063 

 
H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 

合計 
 

（2016） （2017） （2018） （2019） （2020） （2021） （2022） （2023） （2024）  

人件費 1,307 1,373 1,350 1,337 1,499 1,466 1,434 1,401 1,373 29,543  

扶助費 455 417 379 377 388 363 357 350 350 7,942  

公債費 933 947 962 1,151 1,213 1,212 1,255 1,277 1,278 25,147  

物件費 1,179 1,364 1,360 1,586 1,267 1,093 967 856 856 22,388  

補助費等 1,521 1,431 1,393 1,644 1,443 1,614 1,586 1,564 1,542 31,342  

普通建設事業費 1,686 1,049 372 554 1,065 390 390 350 350 21,784  

その他 1,393 1,286 1,341 1,304 1,115 1,303 1,249 1,203 1,166 29,380  

歳出合計 8,474 7,867 7,157 7,953 7,990 7,441 7,238 7,001 6,915 167,526  

 

 

 

４ 財政計画 
 

【歳入】                                   （単位：百万円） 

 
H16 

(2004) 

H17 

(2005) 

H18 

(2006) 

H19 

(2007) 

H20 

(2008) 

H21 

(2009) 

H22 

(2010) 

H23 

(2011) 

H24 

(2012) 

H25 

(2013) 

H26 

(2014) 

地方税 994 994 1,012 1,126 1,040 924 952 911 886 872 901 

地方交付税 4,087 3,951 3,840 3,790 4,001 4,173 4,496 4,275 4,442 4,465 4,307 

国庫支出金 500 474 457 477 494 1,148 784 599 377 417 588 

県支出金 817 883 850 528 516 682 699 735 670 1,023 833 

地方債 1,326 2,077 977 923 764 694 799 582 706 1,012 1,441 

その他 2,336 1,571 1,315 812 663 646 821 842 930 755 874 

歳入合計 10,060 9,950 8,451 7,656 7,478 8,267 8,551 7,944 8,011 8,544 8,944 

 
H27 

(2015) 

H28 

(2016) 

H29 

(2017) 

H30 

(2018) 

H31 

(2019) 
合計 

地方税 869 865 883 874 846 14,949 

地方交付税 4,254 4,236 3,969 3,777 4,087 66,150 

国庫支出金 954 649 491 579 481 9,469 

県支出金 505 530 369 461 345 10,446 

地方債 1,865 1,428 1,016 687 757 17,054 

その他 1,161 1,146 1,238 1,253 833 17,196 

歳入合計 9,608 8,854 7,966 7,631 7,349 135,264 

 

 

【歳出】                               (単位：百万円） 

 
H16 

(2004) 

H17 

(2005) 

H18 

(2006) 

H19 

(2007) 

H20 

(2008) 

H21 

(2009) 

H22 

(2010) 

H23 

(2011) 

H24 

(2012) 

H25 

(2013) 

H26 

(2014) 

人件費 1,592 1,602 1,513 1,439 1,430 1,391 1,381 1,373 1,352 1,307 1,309 

扶助費 212 230 297 342 334 346 413 471 501 450 485 

公債費 1,593 1,421 1,371 1,290 1,294 1,320 1,272 1,193 1,147 1,067 1,002 

物件費 1,173 1,018 872 876 840 921 959 1,026 1,015 1,077 1,032 

補助費等 1,818 1,471 1,388 1,319 1,427 1,573 1,389 1,314 1,294 1,277 1,903 

普通建設事業費 1,875 1,398 1,384 1,196 990 1,331 1,070 678 710 1,089 1,411 

その他 1,486 2,521 1,466 1,092 1,057 1,057 1,693 1,447 1,643 1,866 1,245 

歳出合計 9,749 9,661 8,291 7,554 7,372 7,939 8,177 7,502 7,662 8,133 8,387 

 
H27 

(2015) 

H28 

(2016) 

H29 

(2017) 

H30 

(2018) 

H31 

(2019) 
合計 

人件費 1,314 1,307 1,343 1,401 1,273 22,327 

扶助費 425 455 429 417 423 6,230 

公債費 949 933 947 972 1,143 18,914 

物件費 1,051 1,179 1,333 1,240 1,228 16,840 

補助費等 1,431 1,521 1,469 1,438 1,386 23,418 

普通建設事業費 2,446 1,686 1,071 1,088 791 20,214 

その他 1,447 1,393 1,374 1,075 1,105 22,967 

歳出合計 9,063 8,474 7,966 7,631 7,349 130,910 
 

 


